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タンチノスⅤ世の法典（Eklogé tón nomón）ならびに Nomos geórgikos が広範に
影響を与えたのである。
　歴史が下って14世紀以降、さらに三つの重要な法の淵源（fontes iuris）が、こ













り、第二が1335年に編纂された Syntagma tón theión kai hierón nomón であり、






















（ 1 ）　Photios はコンスタンチノープルの総主教 Patriarch であり、二人の皇帝 Michael III 世 
（842─867）と Basileios I 世（867─886）の同時代人だった。Photios は、Epanagoge を起草
した。この中で彼は、帝権 basileia（ラテン語で imperium）と聖職者の権能 hierosyne（ラ
テン語で：sacerdotium）を調和させる教義を記述した。最初の包括的な教会法集成である
Nomokanon も彼によって起草されたか、あるいは編集されたと、長い間にわたって考えら
れた。そこでこの Nomokanon は「偽ポティオスの Nomokanon」と表記される。








名前 Crna Gora となるが、1500年頃からモンテネグロの名前が用いられた。
（ 4 ）　セルビア ─ クロアチア ─ スロヴェニア王国は1918年12月 1 日に建国が宣言された。
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　（オーストリアによって管理された）ダルマティアに属する沿岸地域においては、





























（ 5 ）　Peter（Petar）I 世 Petrović Njegoš の 後 継 者 Peter（Petar）II 世 Petrović Njegoš
（1830─1851）は、その侯国の独立を実践的に、すなわち国際法によらずに勝ち取ることに成
功した。
（ 6 ）　この法典は Code général des biens pour la Principauté de Monténégro de 1888 のタイト
ル の 下 に フ ラ ン ス 語 に も 訳 さ れ た。 著 名 な 法 律 家 で あ る Rodolphe Dareste と Albert 
Rivière が、司法・文化省の委託により翻訳をした。














よって治癒することはできない。」„Quod initio vitiosum est, non potest tractu temporis 
convalescere“ ─ Paulus. D.50.17.29 オリジナルのテクストでは „Što se grbo rodi vremme 
ne ispravi“）が見られ、第943条と第1000条では、ローマの学識法曹（iurisperiti）
により定式化された一般法原理「自らの権利を用いる者は誰も害することはな
い。」„Qui suo iure utitur neminem laedit“ が置かれている。
　1910年 1 月22日の商法典は、本質的に1860年セルビア商法典と同一である。そ
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　1918年12月 1 日の第一次大戦終戦後、セルビア、クロアチア、スロベニアの王
国（Kraljevina Srba, Hrvata i Slovenaca）の成立が宣言され、1929年にユーゴスラ
ビア王国と改名された。事実上第一次大戦前から既に、すなわちバルカン戦争後

































（ 7 ）　W. HALLSTEIN: Das Aktienrecht des jugoslawischen Handelsgesetzentwurfes 1932. 
Zeitschrift für Ausländisches und Internationales Privatrecht, 8 （1934）; H. LEHMANN: 
Kritische Bemerkungen zum Entwurf eines Handelsgesetzbuches für das Königreich 
Jugoslawien unter Vergleich mit dem deutschen Handelsrecht. In Festschrift für Dolenz, 
Krek, Kuselj und Skerlj zu ihrem 60. Geburtstag. Köln 1936.; O. STANKOVICH: La 
responsabilité civile selon la nouvelle loi jougoslave sur les obligations. Revue Internationale 
de Droit Comparé, 49 （1979） S. 766─776.
（ 8 ）　1946年公布の法律を見よ。（Zakon o nevažnosti pravnih propisa donetih pre 6. aprila 
1941. godine i za vreme neprijateljske okupacije）.































　婚姻に関する連邦枠組み法は、1946年 4 月 3 日に採択され、すべての構成国で
効力を持った。各国は1950年に、婚姻財産法を公布した。
（ 9 ）　裁判官の創造的役割は、法律の欠缼（lacunae iuris）を「埋める」ことに現われる。
「法の安定性の再建」という課題において、教義学も重要な役割を果たした。
（10）　Mihailo Konstantinović は次の書物の著者であり、（Obligacije í ugovori: Skica za zakonik 
o obligacijama i ugovorima ［義務と契約：義務と契約に関する法律の概要］. Beograd 1969.）
この本の中で理論的に（教義学的に）債務法を基礎づけた。
（11）　ユーゴスラビアの場合の国家の継承に関する国際法上の側面については、W. HUMMER: 
Probleme der Staatensukzession am Beispiel Jugoslawiens. RSDIE/SZIER 1993. S. 425 ff. 
und W. FIEDLER: Entwicklungslinien im Recht der Staatensukzession. In Liber amicorum 
Professor I. Seidl ─Hohenveldern in honour of his 80th birthday. The Hague u. a. 1998. S. 134 
ff を見よ。
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Etat nouveau ou ancien? Yugoslav Law/ Droit Yougoslave, 1 ─3/1996. S. 325─335.; 
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Zivilgesetzgebung Serbiens. In Privatrechtsentwicklung in Zentral ─ und Osteuropa. 
（Hrsg. von R. Welser） Wien 2008. S. 159─183.
　1992年 に 樹 立 さ れ た ユ ー ゴ ス ラ ヴ ィ ア 連 邦 共 和 国（Savezna Republika 
Jugoslavija）は、二つの共和国、セルビアとモンテネグロからなる。両国は、
1992年 4 月29日に、ユーゴスラヴィア連邦共和国 Bundesrepublik Jugoslawien







　セルビアとモンテネグロの同盟は（Državna Zajednica Srbija i Crna Gora）2003
年 2 月 4 日に建設された、ユーゴスラヴィア連邦共和国の後継国家である。セル
ビア・モンテネグロ共和国憲法憲章は、2003年 1 月末両構成国の各議会によっ















imovini savezne Republike Jugoslavije）が、それまでの1980年物権法典に取って代
わった。1995年に公布された相続法が重要であり、多くの改革がもたらされた。
　市民法典の考え方は、同盟レベルでは真剣に取り組まれることはなかった。モ
（12）　国家元首（国家の大統領）の権限については、V. LUKIC: The Head of State in the 
Constitutional System of the Federal Republic of Yugoslavia. Yugoslav Law/Droit 
Yougoslave, 3 （1995） 61─S. 90. を見よ。
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（13）　S. PEROVIĆ: Natural Law and Peaceful Integrations. In Final Documents. Mt. Kopaonik 
School of Natural Law. Twenty First Anniversary Conference. Mz. Kopaonik, December 13─
17, 2008. S. 68─69. を見よ。
（14）　V. JOVANOVIC: Corporate Takeover （of Majority Shares） through the Public Market. 
Yugoslav Law/Droit Yougoslave, （1994） S. 7─18. および L. DABIC: The New Yugoslav 1994 
Foreign Investment Law. Yugoslav Law/Droit Yougoslave, （1994） S. 43─62.








　モ ン テ ネ グ ロ は、2006年 6 月 3 日 に セ ル ビ ア・ モ ン テ ネ グ ロ 国 家 同 盟
（Državna Zajednica Srbija i Crna Gora）から脱退した。2003年 1 月末セルビア・モ
ンテネグロ国家同盟の両構成国家の議会により、また同年 2 月 4 日に連邦議会に
より承認された、セルビア・モンテネグロ同盟の憲法憲章は、部分国家に 3 年後
の独立に対する権利を与えた。憲法憲章の採択によりモンテネグロ議会は 6 月 4
日モンテネグロ共和国（Republika Crna Gora）の独立を宣言した。 5 月21日にモ
ンテネグロで実施された国民投票（独立国民投票）により、モンテネグロの主権
宣言が可能となった。



















は、管轄委員会により同年 6 月 1 ～ 2 日に Podgorica で承認された。
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は効力を失った。2009年に物権関係に関する法律が制定された。
　ここで指摘されるべきことは、今日モンテネグロ共和国においてはとりわけ信
用確保に関する新規制が進行している、ということである。加えてモンテネグロ
は、その法秩序を可能な限り速やかに EU と適合させることに努力している。
